市内産農産物販路開拓活動支援実施基準

令和５年12月１日
小林市フードビジネス推進協議会

（趣旨）

第１条　小林市フードビジネス推進協議会は、農業者等が実施する農畜産物（加工品を含む）の市場調査、商品ブラッシュアップ、販路開拓、ブランド化に関することについて、計画の実現へ向けてソフト面から独自に支援し、所得の向上を図るため、予算で定めるところにより支援するものとする。

（支援の対象者）
第２条 前条の支援の対象となる者は、次の要件を満たすものとする。 (1) 認定農業者かその見込みがある者あるいは総合化事業計画の認定者かその見込みがある者、または市内農畜産物を主な原材料とし、自ら加工及び販売する者 (2)市税に未納がない者 (3)その他補助が適当でないと市長が認める者でないこと 
（支援の対象経費及び支援率）
第3条　支援の対象となる経費については別表のとおりとする。支援の額は対象経費の１／２とし、上限については、３００，０００円とする。ただし、１，０００円未満は切り捨てることとする。なお、他の国、県、市の補助金等との併用はできないものとする。
（申請に必要となる書類）

第4条　支援に必要となる書類は次のとおりとする。

（1）支援申請書

（2）見積書

（3）経営の改善の目標

（4）納税状況閲覧承諾書

（支援の条件）
第5条　次の場合、支援は実施しないこととする。
（1）支援を受けようとする年度の前年度以前において市税等に滞納があった場合。

（2）この支援にかかる事項について、虚偽の申請があった場合。また、支援後にあっては返還を命ずることとする。

　（申請内容の審査）

第6条　申請の受付締切後、小林市フードビジネス推進協議会にて審査を行い、補助該当者を決定する。

（支援の交付方法）

第７条　この支援は、概算払いにより交付する。

別表

	事業実施主体
	区分
	内容

	農業者等
	旅費
	商品ブラッシュアップ、販路開拓等に係る旅費

	
	需用費
	資材購入費、印刷製本費、試作品製作費等

	
	役務費
	通信運搬費、成分分析検査費等 

	
	使用料及び賃借料
	物品等使用料、機器リース料、会場使用料等

	
	委託費
	試作品製造、マーケティング調査、パッケージ等デザイン、ホームページ作成等における委託費

	
	その他の経費
	上記のほか事業を実施する上で必要となる経費

（注）ただし、その場合はその必要性をフードビジネス推進協議会と事前に協議し、承認を得ること。


※農業者等とは、既に認定農業者になっているか、なる見込みがある農業経営体、あるいは総合化事業計画の認定を受けたか、受ける見込みがある農業経営体、その他会長が認める農林漁業者。

